
国 空 安 企 第 ９ ２ 号

平成２９年７月１８日

別紙 あて先参照

国土交通省航空局安全部

安全企画課長 印

空港の離陸滑走路長を最大限に利用している事例について

本日、運輸安全委員会は、平成２７年７月２６日に個人所属パイ

パー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型機が調布飛行場を離陸直後に住宅に

墜落し、住民を含む３名が死亡、５名が負傷した事故に係る航空事

故調査報告書を公表した。

同報告書によれば、飛行場における安全性の向上の観点から、国

土交通大臣（航空局）あてに、滑走路長を最大限に利用するための

方法等の事例を空港の設置・管理者に周知するよう勧告がなされて

いる。

国内の空港は、航空法、同法施行規則ならびに空港土木施設の設

置基準に基づいて設置されているところであるが、上記勧告を踏ま

え、ターニングパッドや取付誘導路の配置によって、飛行機の離陸

時において既存の滑走路長を最大限に利用している事例を取りまと

めたので、別紙にて周知する。
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１．現状 

 航空機が離陸開始地点まで移動するための施設は、平行誘導路が設置されていない滑走路には、

航空機を滑走路内で180度転回させるためのターニングパッドが設置されており、平行誘導路が設

置されている滑走路には、滑走路末端に取付誘導路が設置されている。 

 いずれのケースも滑走路内での転回時に走行ロスが生じることから、離陸にあたって利用される

滑走路長は、告示上の滑走路長と同じとは限らないのが現状である（図-1、図-2参照）。 

図-1 ターニングパッド（一般的なケース）           図-2 取付誘導路（一般的なケース） 

 

２．安全性向上の事例 

 一部の空港では、離陸重量制限等の緩和のため、ターニングパッドが滑走路末端の先（過走帯）

に設置されている事例がある（図-3 参照）。また、航空機の走行等の観点から、取付誘導路が滑走

路末端の先（過走帯あるいはその延長線上）に設置されている事例もある（図-4参照）。 

これらは、一般的な施設配置に比べ、離陸にあたって滑走路長を最大限に利用できるものであり、

離陸滑走中の操縦士の判断に余裕が生まれ、安全性の向上に寄与するものと考えられる。 

 図-3 ターニングパッド（壱岐空港）             図-4 取付誘導路（新潟空港Ａ滑走路） 

 

その他、ターニングパッドを滑走路末端の先（過走帯）に設置している空港は、三宅島空港、但

馬飛行場、喜界空港、与論空港がある。取付誘導路を滑走路末端の先（過走帯あるいはその延長線

上）に設置している空港は、佐渡空港、仙台空港（Ａ滑走路）、東京国際空港（Ａ滑走路）、大阪国

際空港（Ａ滑走路）がある。 
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